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１．入院患者 《回復期リハ病棟への転院（施設基準：FIM改善率など）》

　○２～３カ月間後の回復の見通しがたちにくい患者

○H30年度入院患者は、約16,000人（予約入院：53%、予約外入院：47%） 　○回復期リハ後の受け入れ先が限られる患者（若年で重症の脳血管疾患、神経難病など）

○救急搬送件数(表1）は、増加傾向。特に冬季は救急搬送件数が多い傾向

《地域包括ケア病棟・回復期リハ病棟への転院（施設基準：在宅復帰率など）》

表1.救急搬送 　○自宅復帰の目途がたっていない患者

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 　○在宅系施設（有料老人ホーム等）の転院先の目途がたっていない患者

H30年度 259 301 247 355 313 331 345 321 366 435 339 361 3973 　　（誤嚥性肺炎の場合、元の施設に戻れない場合が多い）

R1年度 326 359 304 386 352 332 333 337 ― ― ― ― 2729 　　（心不全の場合、コントロール良好なら戻れる場合が多い）

２．転院先 ③その他の問題

　○身寄りがない患者（成年後見人の選任手続き後に転院）

○急性期医療への特化が進み、転院を要する患者が増加(表2）。 　○経済的な問題をかかえている患者（生活保護などの受給手続き後に転院）

　特に冬季などは転院までに要する日数が長期化 　○家族の意向（自宅からのアクセス）　　　　　　　　　　　　　　　　など

　→救命救急センターとして救急搬送の要請に応えられるよう空床の確保に最大限の努力

４．「転院先の決定から転院」までに要する日数

表2.病棟種別の転院先

○「転院先の決定から転院」までに要する日数（H30）は、平均10日～14日

34% 34% 30% （長い場合は２カ月以上）

30% 33% 33%

10% 13% 17% 表3．転院先の決定から転院までに要した日数（主な回復期リハ病棟）

20% 14% 13% 1～7 8～14 15～21 22～28 29～35 36～42 43～49 50～ （計）

3% 4% 3% 6 19 15 4 44

2% 2% 4% 15 18 3 5 41

― ― ― 4 3 10 4 1 1 23

1 9 5 1 1 1 18

３．退院調整に要する日数が長くなる要因 3 6 3 1 3 1 17

3 3 5 1 12

○「転院先との調整」や「転院先の決定から転院」までに要する日数が長くなる要因としては、 2 3 1 1 7

　①～③が考えられる。 2 1 3

→回復期リハ病棟は、能登地域では１病院に限られる

①基礎疾患、合併症

　○専門医の不在を理由に受け入れを断られる場合がある 表4．転院先の決定から転院までに要した日数（主な地域包括ケア病棟）

1～7 8～14 15～21 22～28 29～35 36～42 （計）

8 8 2 2 1 21

1 1

1 2 1 4

　○認知症・せん妄の患者、問題行動がみられる患者 1 1

2 1 1 4

②重症度、回復や在宅復帰の見通し 3 4 1 1 9

2 2 2 1 7

《療養病棟への転院》 1 1 2

　○重症度の高い患者（頚髄損傷、人工呼吸器や特殊な装置（例.ネーザルハイフロー）の装着 →他院からの転院患者の受け入れに消極的な病院もある

　　患者）は、療養病棟への転院となる場合が多く、転院の日数が長くなる傾向

Ｎ病院

Ｏ病院

Ｐ病院

Ｉ病院

Ｊ病院

Ｋ病院

Ｌ病院

Ｍ病院

脳外科医の不在

呼吸器内科医の不在

泌尿器科医の不在

血液内科医の不在

再発リスクのある脳血管疾患

誤嚥性肺炎

腎ろうなど泌尿器科の処置が必要

基礎疾患に血液疾患

(合計） 741 866 596

精神科病棟 21 32 18

緩和ケア病棟 18 19 22

地域包括ケア病棟 74 111 99

療養病棟 151 124 79

一般 251 296 180

回復期リハ病棟 226 284 198

急性期病院における入退院支援の現状と課題

（石川県立中央病院 患者総合支援センター　太田 淳子）

H29年度 H30年度 R1年度（～11月）
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Ｈ病院

Ａ病院

Ｂ病院
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 高度急性期病床とは、
・「急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する病床」
であり、

・①特定機能病院において、急性期の患者に対して診療密度が特に高い医療を提供する病棟や、
②救命救急病棟、集中治療室、 ハイケアユニット、 新生児集中治療室、 新生児治療回復室など
で、急性期の患者に対して診療密度が特に高い医療を提供する病棟、が想定されている。

 本県では、金沢大学附属病院、金沢医科大学病院、県立中央病院がほぼすべての病床を高度急性
期病床として届出をしているが、「診療密度が特に高い医療の提供を受けている患者」をレセプ
トデータで出来高3,000点以上とした場合、高度急性期病床のうち、約1,700床は急性期病床と考
えられる。

H29報告 H30報告

全て高度急性期と報告 ４５病院 ３１病院

一部の病棟を急性期等に振り分けて報告 ４０病院 ５４病院

計 ８５病院 ８５病院

第21回地域医療構想に関するWG資料より作成

全国の特定機能病院の報告状況

（参考資料）高度急性期病床

 全国の特定機能病院では、全て高度急性期病床で届出をしている病院が半数以上を占めているも
のの、一部の病棟のみを高度急性期病と届出している病院も増えている。
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